別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：土木費　項：土木管理費　目：建設業指導監督費
	事業名: 建設業再生対策事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　県土整備部　建設政策課　建設業担当　電話番号：058-272-1111（内3647）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11650@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,700千円（前年度予算額：1,890千円）

	事業内容


	１　事業の内容


県内建設業者を対象に、経営力及び技術力向上のための体系的な研修会を開催する。
①経営力向上セミナー（２００千円）
自社の経営状況を見直し、コスト縮減や企業連携等による経営合理化へ向けた実践を促進するためのセミナーを開催する。
＊開催回数：１回、参加予定人数：約５０名
　②技術力向上セミナー（５００千円）
　　公共工事の品質確保に向けた施工力の向上や優秀な技能の習得、継承等に向けた人材育成を図るためのセミナーを開催する。
　　　＊開催回数：２回、参加予定人数：約５０名／回
　③ＩＴ研修（１，０００千円）   
　　ＣＡＤやＣＡＬＳなどＩＴに関する基礎能力の向上を図り、建設産業のＩＴ化を促進するための研修会を開催する。
      ＊開催回数：３回、参加予定人数：約２０名／回
	２　所要経費


　　委託料：1,700千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　　４　暮らしの安全・安心確保プロジェクト
　　　　Ⅳ　社会基盤の安全性強化
　　　建設業の地域総合産業化を支援します。
	２　これまでの取組状況


　平成２１年度は、技術力向上セミナーに延べ２２９人、経営力向上セミナーに１５人、経営合理化ＩＴ研修に延べ２０４人の参加があった。
	３　これまでの取組に対する評価


　公共投資の拡大が見込めないなか、公共事業への依存度の高い中小建設産業の経営環境は年々厳しくなっており、コスト縮減や新分野への進出等による経営合理化、経営多角化等を進める事が不可欠になっている。また、技術革新が続く新しい技術や、ＩＴを活用した電子納品等への対応についても、極めて重要な課題となっている。しかしながら10名未満の中小零細業者が8割以上を占める県内建設業者が独自に、これらの課題に取り組むことは困難であるため、本事業を実施しており、参加者からの評価は非常に高い。また本年度から、技術力向上セミナー、ＩＴ研修の受講者に対し、総合評価落札方式に有利となるＣＰＤＳ（継続的専門能力啓発システム）を取り入れ、独自で研修できない中小零細の建設業者から高い評価を得ている。
	１月１５日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
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	一　般
財　源

	前年度
予算額
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	1,700
	
	
	1,700
	
	
	
	
	

	1月15日時点査定額
	1,700
	
	
	1,700
	
	
	
	
	

	決定額
	1,700
	
	
	1,700
	
	
	
	
	


